
 

 

 

各位                                    平成 29 年 4 月 3 日 

会 社 名 ： 住 友 商 事 株 式 会 社 

代表者名：代表取締役社長 CEO 中村  

（ｺｰﾄﾞ番号：8053、東証第 1 部） 

問 合 せ 先 ： 広 報 部 長  新 森  健 之 

(TEL. 03-5166-3100） 

 

 

 

（差替）「住友商事グループのマテリアリティ特定に関するお知らせ」のファイル差替について 

  

 本日公表いたしました「住友商事グループのマテリアリティ特定に関するお知らせ」について、関連

資料の PDF データに一部不具合が生じておりましたので、別添のとおり改めてご提示致します。記載

内容に変更はございません。 

 皆様には、お手数をおかけいたしますが、どうぞよろしくお願い致します。 

 

 

                                          以 上 

 

 



各位  平成 29 年 4 月 3 日 

会 社 名 ： 住 友 商 事 株 式 会 社 

代表者名：代表取締役社長 CEO 中村 

（ｺｰﾄﾞ番号：8053、東証第 1 部） 

問 合 せ 先 ： 広 報 部 長  新 森  健 之 

(TEL. 03-5166-3100） 

住友商事グループのマテリアリティ特定に関するお知らせ 

住友商事株式会社は、事業活動を行うにあたり、特に重要と捉え、解決に向け優先的に取り組む社会 

課題と、解決に取り組む上での住友商事グループ自身の課題を、「社会とともに持続的に成長する 

ための６つのマテリアリティ（重要課題）」として以下のとおり特定しました。 

住友の事業精神ならびに住友商事グループの経営理念を踏まえたものであり、今後、住友商事グループ

の事業戦略の策定や個々のビジネスの意思決定プロセスにおける重要な要素と位置付けていきます。 

＜住友商事グループが特に重要と捉え、解決に向け優先的に取り組む社会課題＞ 

  ・地球環境との共生 

  ・地域と産業の発展への貢献 

  ・快適で心躍る暮らしの基盤づくり 

  ・多様なアクセスの構築 

  ＜社会課題の解決に取り組む上での住友商事グループの課題＞ 

  ・人材育成とダイバーシティの推進 

  ・ガバナンスの充実 

以 上 

【関連資料】 

1．トップメッセージ： 社会とともに持続的に成長する 

  http://www.sumitomocorp.co.jp/company/policy/material_issues/ 

2．社会とともに持続的に成長するための 6 つのマテリアリティ（重要課題） 

http://www.sumitomocorp.co.jp/company/policy/material_issues/


社会とともに持続的に成長するための６つのマテリアリティ（重要課題）

＜マテリアリティ（重要課題）を特定するにあたって＞

住友商事グループの根底には、住友の400年にわたる持続的な発展の基盤となった住友の

事業精神が流れています。そうした事業精神の一つに「自利利他公私一如」があり、その説く

ところは、自らに価値をもたらすと同時に取り巻く社会にも価値をもたらし、ともに成長を

実現することにあると考えます。

この精神は、住友商事グループの経営理念に受け継がれています。私たちは常に変化を先取

りして新たな価値を創造し、広く社会に貢献するグローバルな企業グループであり続けたい

との思いを胸に事業活動に取り組んできました。

今、社会が抱える課題に対して事業活動を通じてどのように取り組んでいくのかが改めて大

きく問われています。私たちは、将来にわたって、社会とともに持続的に成長するために、

住友の事業精神、住友商事グループの経営理念を踏まえ、事業活動を通じて、自らの強みを生

かし優先的に取り組むべき重要な課題を特定しました。

グローバルに広がる顧客・パートナーとの信頼関係とビジネスノウハウを活用し、健全な事業活動
を通じて豊かさと夢を実現するという企業使命を果たすことで、当社の成長と社会課題の解決を
両立していきます。

上記の課題を解決するための基盤として、人間尊重や信用・確実といった経営姿勢と、活力に溢
れ革新を生み出す企業風土のたゆまぬ維持向上に努めています。

地球環境との共生
循環型社会の形成と気候変動の緩和を目指し、資源の有効利用や再生可能エネルギーの
安定供給に向けた仕組みづくりに取り組むことで、地球環境と共生した成長を実現します。

　
地域と産業の発展への貢献
さまざまな国や地域の人々のニーズに応えてモノやサービスを安定的に調達・供給し、産
業のプラットフォームづくりに貢献することで、地域社会とともに成長・発展する好循環
を生み出します。
　
快適で心躍る暮らしの基盤づくり
毎日の生活に必要なモノやサービスを提供してより便利で快適な暮らしを実現するとと
もに、質の高い暮らしへのニーズにも応えていくことで、全ての人々の心と体の健康を支
えます。
　
多様なアクセスの構築
人・モノが安全かつ効率的に行き交うモビリティを高め、情報・資金をつなぐネットワーク
を拡大することで、多様なアクセスを構築し、新たな価値が生まれる可能性を広げます。

人材育成とダイバーシティの推進
多様なバックグラウンドを有する人材が、各々のフィールドで能力を最大限に発揮し
て、新たな価値や革新を生み出せるように、最重要の経営リソースである人材の育成・
活躍推進に取り組みます。
　
ガバナンスの充実
透明性を確保しつつ、持続的な成長に向けた戦略の立案・実行およびその適切な監督を
充実させることで、経営の効率性を向上し、健全性を維持します。
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取り組み事例
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コーポレートガバナンスの充実
中期経営計画で掲げた「経営改革の推進」を実行し、取締役会のモニタリング機能
の強化と取締役会の実効性のさらなる向上に向けた継続的な取り組みを通じて、
コーポレートガバナンスの充実を図っています。

人材育成とダイバーシティの推進
住友の事業精神を体感する別子銅山での研修や、海外現地採用社員向け研修、女性
の活躍推進など各種施策を通じて、グローバルに活躍できる資質と意欲を持った
人材の育成とダイバーシティを推進しています。

エネルギーの安定供給事業
鋼管ビジネスでは、優れた品質と高い技
術力を生かした鋼管・周辺機材を全世界
に供給することで、エネルギーの安定供
給に貢献し、産業の基盤を支えています。

工業団地事業
アジアでの日系企業のモノづくりを支え
るとともに、現地での雇用創出、人材育
成、周辺環境の整備などを通じ、地域の産
業振興と経済発展に貢献しています。

資源開発事業
資源の安定供給と同時に所在国の人材
育成や産業・生活インフラ整備などの
地域振興にも取り組み、環境保全と持
続的な発展に貢献しています。

再生可能エネルギー事業
風力発電や太陽光発電などの再生可能
エネルギー事業を国内外で積極的に展
開し、環境に配慮した安全・安定的なエ
ネルギー供給を進めています。

木材資源事業
ロシア極東における総合林産事業では、親
木を残すことで種子が育つ環境を維持す
るリボンカッティング方式を採用し、持続
可能な森林経営に取り組んでいます。

リユース蓄電池プロジェクト
電気自動車の蓄電池を再利用し、自然条件
によって発電量が変化する再生可能エネル
ギーの出力を安定化することで、再生可能
エネルギーの導入拡大に貢献しています。

ケーブルテレビ事業
全国528万世帯に90チャンネル以上のテ
レビやインターネット接続サービスなどを
提供する日本最大のケーブルテレビ事業を
通じて、人々の生活全般を彩っています。

農薬・肥料事業
自社の販売網を通じた農薬や肥料などの
農業資材の供給や、適正使用法の啓発活
動などにより、食糧の安定供給と環境負
荷の小さい農業生産に貢献しています。

交通網構築を支える事業
長尺レール船を整備することで、従来は6
分割で運んでいた150メートル長の鉄道
用レール輸送を可能にし、線路網の早期
拡充・保守作業の軽減に貢献しています。

携帯電話キャリア事業
ミャンマーの携帯通信事業では、日本品質
のサービス提供により、同国の携帯電話普
及率の急増に貢献し、多様なアクセスを生
むネットワークを創出しています。

航空機リース事業
人・モノの移動を支える航空機産業にお
いて、航空機のリース事業を通じて機体
の安全かつ適切な管理を支え、世界の
国々をより近くにつなげています。

自動車･二輪車ファイナンス事業
主に新興国において、従来自動車・二輪車
が購入できない所得層にもそれらの購入
を支援する融資事業を行うことで、人々
の生活を飛躍的に向上させています。

地球環境との共生 地域と産業の発展への貢献

多様なアクセスの構築快適で心躍る暮らしの基盤づくり

人材育成とダイバーシティの推進 ガバナンスの充実
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『社会とともに持続的に成長するための６つのマテリアリティ（重要課題）』を、事業戦略の策定
や個々のビジネスの意思決定プロセスにおける重要な要素と位置付け、事業活動を通じて課題
を解決することで持続的な成長を図っていきます。
それと同時にステークホルダーとの対話を深化させることを通じて、社会が当社に寄せる期待
や当社の強みをより深く捉えることに継続して取り組み、社会の変化に応じて柔軟にマテリア
リティ（重要課題）そのものも見直していきます。

環境

環境方針
ISO14001マネジメントシステム認証

社会

人材マネジメント方針　
ワーク・ライフ・マネジメント基本理念・活動指針
サプライチェーンＣＳＲ行動指針
国連グローバルコンパクト10原則の支持
社会貢献活動の基本的な考え方

ガバナンス

コーポレートガバナンス原則　
コンプライアンス指針
リスクマネジメントの基本方針
情報開示方針　　
プライバシー・ポリシー
贈賄防止指針

特定プロセス 今後の取り組み

当社は国際行動規範を尊重するとともに、以下の原則・方針を定めています。これらを遵守しつつ、
『社会とともに持続的に成長するための6つのマテリアリティ(重要課題)』の解決に取り組んで
いきます。

企業活動を支える原則・方針

当社内に組織横断的なタスクフォースを設置し、住友の事業精神、住友商事グループの経営理念
を踏まえ、『社会とともに持続的に成長するための6つのマテリアリティ（重要課題）』を特定し
ました。　
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○地域社会
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（重要課題）

○グローバル化
○技術革新
○人口動態の変化
○格差の拡大
○環境問題
○ニーズの多様化
○都市化
など
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＜マテリアリティ（重要課題）の位置付け＞

（注1）　Sustainable Development Goalsの略。2030年までの世界規模の課題が盛り込まれた17の目標。
　　　  2015年に国連総会で全ての加盟国(193カ国)により採択された。
（注2）　IIRC(国際統合報告評議会)が公表した、長期にわたる価値創造能力を説明する重要な情報(財務／非財務)を
　　　  明瞭・簡潔かつ比較可能な形式で表す企業報告を進化させるための枠組み。

国連が2015年に採択した「SDGs」（注1）や「IIRCの国際統合報告フレームワーク」
（注2）などの国際的なガイドラインを参照するとともに、機関投資家や有識者との
意見交換も実施し、社会とともに持続的に成長するための重要な課題を当社とし
て特定する方法を検討しました。

・
■調査

社会課題を網羅的に包含していると考えられるSDGsを基に、社内各営業部署
が現在、事業を通じて解決している社会課題と、今後、事業を通じて解決してい
きたい社会課題を整理しました。

住友の事業精神、住友商事グループの経営理念を踏まえて、上記の整理を参照
しつつ、現在の自らの強みと将来果たすべき役割について考慮した上で、当社
が特に重要と捉え、解決に向け優先的に取り組む社会課題、およびその解決の
ために必要となる当社自身の課題を抽出しました。

・

・

■当社ビジネスと社会課題の整理、重要課題の抽出

国際機関や機関投資家などの外部有識者と意見交換を行うとともに、社内アンケート
による全役職員からの意見収集なども実施することで、社内外ステークホルダーが
当社の企業活動に寄せる関心や期待を把握することに努め、抽出した課題をどのよ
うに整理・言語化すべきか議論を重ねました。

・
■社内外ステークホルダーとの意見交換

抽出された課題および当社グループにおけるその位置付けについてCSR委員会
で議論を行い、経営会議および取締役会での審議および決議を経て『社会ととも
に持続的に成長するための６つのマテリアリティ（重要課題）』を特定しました。

・

■特定
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